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平成 18 年 6 月 26 日 

各      位 

会  社  名         楽 天 株 式 会 社  
代表者名  代表取締役会長兼社長 三木谷 浩史     

（JASDAQ コード 4755） 
問 合 せ 先  
執 行 役 員  松 崎  良 太 
電 話  0 3 - 4 5 2 3 - 7 8 5 2 
 

子会社の異動に関するお知らせ 

 

本日、当社子会社である楽天証券株式会社（以下、「楽天証券」という）の取締役会において、

株式移転方式により証券事業における持株会社となる楽天証券ホールディングス株式会社（以下、

「楽天証券ホールディングス」という）の設立を決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 
１．新会社(持株会社)設立の理由 

持株会社設立によりコーポレートガバナンスの強化を図るとともに、証券業におけるコーポ

レート機能の統合によって業務の効率化などを図ってまいります。 

 

２．新会社(持株会社)の概要 

(１) 商 号  楽天証券ホールディングス株式会社 

(２) 主な事業内容  当社グループ内における証券業を営む会社等の管理・ 

業務支援     

(３) 設 立 年 月 日  平成18年9月1日（予定） 

(４) 本 店 所 在 地  東京都港区六本木六丁目10番1号 

(５) 代 表 者  國重惇史 

(６) 資 本 金 の 額  10億円(予定) 

(７) 従 業 員 数  23名（予定） 

(８) 大株主構成及び所有割合 楽天株式会社（96.67%）（予定） 

(９) 発行予定株式総数       67,200株 

(10) 決 算 期  3月 

(11) 当社との資本関係、人的関係、取引関係等の概要  

資 本 関 係  直接所有割合96.67%にて出資 

人 的 関 係     役員派遣 

取 引 関 係     特になし 
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３．異動(株式移転）の日程及び内容 

(１) 日程  

 株式移転計画書承認取締役会（楽天証券） 平成18年6月26日 

 株式移転計画書承認株主総会（楽天証券） 平成18年7月下旬(予定) 

 株式移転の効力発生日(新会社の設立登記日) 平成18年9月1日(予定) 

 手続上、その他やむを得ない事由が生じたときは、上記の日程を変更する場合があります。 

(２) 内容 

 株式移転の効力発生日の前日の最終の楽天証券の株主名簿に記載又は記録された株主に対し

て、その所有する楽天証券の普通株式１株につき、新会社の普通株式１株の割合で割当てる。 

 

４．楽天証券の概要 

(１) 商 号  楽天証券株式会社 

(２)  主な事業内容  オンライン証券業等 

(３) 設 立 年 月 日  平成11年3月24日 

(４) 本 店 所 在 地  東京都港区六本木六丁目10番1号 

(５) 代 表 者  國重惇史 

(６) 資 本 金 の 額  66億円（平成18年3月31日現在） 

(７) 従 業 員 数  197名（平成18年3月31日現在） 

(８) 大株主構成及び所有割合 楽天株式会社(96.67%)(現在) 

楽天証券ホールディングス株式会社(100%)（異動後） 

(９) 発行済株式総数         67,200株（現在） 

(10) 決 算 期  3月 

(11) 主 な 事 業 所  本社 

(12) 当社との資本関係、人的関係、取引関係等の概要  

資 本 関 係     所有割合96.67%にて出資 

人 的 関 係     役員派遣 

取 引 関 係     サービスの提携 

 

 (13) 総資産及び業績（連結） 

決算期 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 

営業収益（百万円） 14,780 32,455 

純営業収益（百万円） 13,736 30,428 

営業利益（百万円） 5,661 16,671 

経常利益（百万円） 5,827 18,196 

当期純利益（百万円） 2,562 10,292 

総資産（百万円） 283,106 612,895 

純資産 （百万円） 8,042 25,287 

 

５．今後の業績に与える影響 

当社では、インターネット業界の歴史が浅いこと及び環境の変化が激しいことなどの理由によ

り、従前より業績見通しを発表しておりません。なお、上記の子会社の異動による平成18年12月期

の当社連結業績に与える影響は軽微と見込んでおります。 
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６．その他重要な契約等 

該当するものはありません。 

 
          以   上 


